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【はじめに】
　2011 年３月 11 日の東日本大震災から既に５年が経過
しようとしている。まだまだ帰宅困難で避難している方
たち，仮設住宅に暮らす方たちが大勢いらっしゃるなか，
日本の雰囲気は当初の「頑張ろう日本」から大分変化し
ている。この東日本大震災について日本あるいはその周
りの誰もがそれぞれの立場で，様々な思いをもち，様々
な行動をとったと考えられる。東北の新聞社がまとめた
東日本大震災の記録（河北新報 2012）のページをめく
ると，今なお胸の抉られる思いと共に人々の勇気，行動
力に心を揺さぶられる。秋田大学臨床心理相談室でも教
育文化学部長の要請を受けて全教職員向けの「被災学生，
被災したご家族を持つ学生等への基本的対応（2011.2.23
版）」を作成・配布し，相談室は学内の教職員学生の相
談を受ける体制を作った。
　災害発生とその後の経過についてRaphoel（1986）は
「衝撃 → ハネムーン期 → 幻滅 → 復興」の図式を提示
している。災害発生により人々・社会は茫然自失の状態
となるが，その後気持ちの高ぶりが出てきて皆で困難を
乗り越えようと協力し合い，助け合いが実行され，いわ
ばハネムーンのような現象となる。しかし，現実の被害
の実態が明らかになるにつれ現実の前に幻滅を抱く時期
が続く。そこから徐々に人々も社会も復興再建の時期に
移行し落ち着きを得ていくというものである。図１はこ

のプロセスと人のこころの変化を図にしたものである。
中井（2011）はその復興について，ハサミ状となると述
べている（図１の右側）。右上がりに回復していると感
じている人・地域もあるかもしれないが，逆に忘れられ
復興対象にすらならないと感じている人・地域もあるだ
ろう。これらはハサミ状に開いていき，その格差は大き
くなっていくことになる。復興期に入っている地域もあ
るだろうが，そうでない地域も多くある。特に原子力発
電所の未曾有の事故に襲われた福島県では復興を望めな
い人々，その地を後にして避難しなくてはならない人々
が大勢いる。いまだに放射能漏れは続き，個人的努力で
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図１　災害発生後のプロセスとこころの変化
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はどうしようもない現状に希望を見出せないでいるのは
直接被害者だけではなく，日本の人々，世界の人々全て
かもしれない。多くの人々が現状を直視できず，無視し
たり，無関心を装ったり，目先の利益・出来事に目を奪
われているかもしれない。しかしそのような中でも，そ
のような中だからこそ，人を大切にする役割を担う心理
臨床家には，大震災の影響を受けた人々にどのように接
していくことが必要なのか，社会に対してどのように発
信していくことが必要なのか真摯に考えていくことが，
今，さらに求められている。
　2014 年東北心理学会第 68 回大会（秋田大学主催）に
おいて筆者らは東日本大震災自主ワークショップを企画
し実施した。これをさかのぼること３年，東日本大震災
の起きた 2011 年に秋田で開催された日本ブリーフサイ
コセラピー学会で筆者の一人佐藤舞子（2011）は被災し
ながらも支援者として活動した様子を報告した。そして
今回，ワークショップを持つことになったのである。そ
れは，秋田大会の森和彦大会委員長から，その後の東日
本大震災の状況と必要とされている心理支援について，
自主ワークショプを持ってみてはどうかと提案を頂いた
ことによる。それを受けて筆頭筆者の髙田は佐藤と企画
し，また被災地支援経験のある本校教員北島正人にも相
談して人選等の準備を進めた。
　秋田に集まった東北の心理学の学徒が顔を合わせ，東
日本大震災の体験をふり返り，捉え直し，今後に向けて
話し合い考える機会は重要な意義があると考えられた。
　

【目　的】
　本ワークショップでの各スピーカー（児童福祉，教育，
被災者受入）による話題提供と問題提起，それに基づく
参加者による討論を記載し，今後起こり得る災害（予測
可能・不可能にかかわらず）に必要とされるであろう心
理支援について，どんな立場の人も考えるきっかけにし
て頂きたいと考える。
　ワークショップでは，①児童福祉の立場から，震災当
時より現地での被災地支援に携わり，外部支援機関との
連携を図りながら子どもと家庭の支援を行ってきた臨床
心理士，②教育の立場からは，震災後現地に移住し巡回
型スクールカウンセラーとして，子どもや学校組織，保
護者，地域への支援にあたってきた臨床心理士，③被災
者受入県の立場からは，被災３県からの避難者を長期に
わたって支援してきた県担当者が，それぞれ問題提起を
した。
　次のような自主ワークショップの目的を提示して参加
の呼びかけとした。　　
　「我々は，自分の住む地域で災害が起こった時，何が
できるのだろうか。災害にみまわれた時，私たちは専門

家として，一地域住民として，どのように考え，動くこ
とができるのだろう。思い出したいのは，東日本大震災
が起こった時，一人ひとりが何らかの“思い”をもった
ということである。それは被災地の外であっても同じで
ある。『知り合いが被災地にいるが大丈夫だろうか』，『私
に何ができるだろうか』なども，その人の大切な“思い”
である。被災地だけが災害に取り組むのではなく，その
ような被災地外に住む方々の“思い”の中にも，被災者
支援のヒントが隠されているのではないだろうか。この
ワークショップは，東日本大震災の支援と課題を学び，
参加者一人ひとりが災害時に専門家としてできることに
ついて考え，支援活動にアクセスするためのポイントを
知ることで，これからの災害に備えられるようにするこ
とを目的としている。」

【自主ワークショップ】
Ⅰ　話題提供・問題提起
１�．東日本大震災の経験から災害時の心理支援を共に考

える　～児童福祉の立場から～
　佐藤　舞子（児童家庭支援センター大洋　臨床心理士）
　2011 年３月 11 日の東日本大震災以降，岩手県では，
震災で被害にあった沿岸部の各地に「こころのケアチー
ム」が配置され，県外から派遣された支援団体と県内の
団体が協力しながら，被災者への心理支援活動を行って
きた。児童家庭支援センター大洋もまた，様々な支援団
体との協働を図りながら，大船渡市，陸前高田市を中心
とした被災者支援を行った。
１）児童家庭支援センター大洋と震災
　児童家庭支援センターは教育・行政・福祉・医療の各
関係機関と連携しながら，地域の子どもと家庭にかかわ
る相談支援事業を担い，児童相談所の補完機能を担う児
童福祉施設である。児童家庭支援センター大洋は人口約
６万５千人の気仙地区（大船渡市，陸前高田市，住田町）
を対象に，震災直後から市の要請を受けて支援活動をス
タートした。
２）これからの災害支援をどう考えるか
　当初の支援活動は衣食住の生活支援が主であり，支援
者として災害時の支援のあり方を模索する日々が続い
た。その後，面接室を設置して被災者の心理支援活動が
始まると，被災状況の深刻さや被害の程度の違いによっ
て，地域の人たちが互いを理解し合うことが難しく，対
人関係のこじれを引き起こしていることが明らかとなっ
た。たとえば，自宅が津波の被害に遭い転居したが，新
しいコミュニティになじめず苦労している方がいらし
た。県内外で様々な支援チームが立ちあがってくると，
多職種の方々と協働し，連携をはかるために奔走する
日々が続いた。
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　支援活動を通して，私は，震災によって生じた被害状
況，回復のスピードなどの違いによるギャップで，多く
の人が苦しんでいること，また，被災地内にあるかどう
かにかかわらず，各地でギャップが存在していたことを
知った。例えば，被災地に残している祖父母が震災後病
気になったが，自分は乳幼児の子どもを育てているため
被災地を訪ねることができず，親族との関係が悪化して
しまったという方のお話をうかがった。震災でギャップ
が生じることは仕方がないことで，ギャップは起こるべ
くして起こるものだと感じる反面，一方では，それによっ
て震災が忘れられていく懸念があり，ジレンマを抱えて
いた。
　災害を経験した私たちが今後に何を残せるのか，これ
から起こる災害への教訓は何か。そう考えた時に，あの
体験を今後にいかすためには，「備えあれば憂いなし」
の精神で，少しでも多くの方が自分の身近で災害が起
こった時のことを想定し，そのための知識とイメージを
蓄えておくことが必要だと考えた。
　そもそも，被災した人もそうでない人も，東日本大震
災の時にはそれぞれの立場で何らかの“思い”をもった
はずである。私は，被災地に直接かかわったことのない
人であっても，それぞれが抱いた“思い”の中に災害支
援の大切なヒントが隠されているのではないだろうかと
考えている。たとえば，被災地と直接かかわりをもつこ
とができず，そんな自分に罪悪感を抱いていたとしたら，
次にどこかで災害が起こった時に，また別の場所でそれ
と同じ思いを誰かが抱きうる可能性がある。つまり，そ
の“思い”を知っておくことができれば，次に災害が起
こった時，そのような被災地外に生活する人たちが抱え
うる罪悪感に対処する方法を模索することができるので
ある。また，遠方に居ながら支援を行ってくださった方，
被災地に思いをもってくださった方がいるとすれば，ど
のように被災地とつながりをもち続けることができたの
か，その方法を教えて頂くことができる。本ワークショッ
プでは，一人ひとりがそのような“思い”をふり返り，
それぞれの立場から災害時に自分には何ができるか，イ
メージを膨らませて頂きたい。
３�）現地の支援者が外部からの支援者に“してもらって

よかった”と感じる支援とはなにか（グループワーク
テーマの提供）
　震災後，もともと現地で活動していた保健福祉，児童
福祉領域の支援者の方々にご協力頂き，実施したアン
ケート調査によると，『外部からの支援者にしてほしく
なかったこと』として，①度重なる，または単発の訪問
や，現地支援者に連絡がないまま地域支援に入られたこ
となどの『連携不足で統制のとれていない支援』，②慰
めの声かけ，いたみのひどい物資など『現地の人の傷つ

きにつながった行為』，③現地にニーズのマッチングを
頼んだり，「何かないですか」と漠然と声をかけるなど，
『現地の支援者を手間取らせる支援』などがあげられた。
被災地では震災から３年以上が経過しても，このように
外部の支援者と現地の支援者との間のギャップが見られ
ている。そこで，この後のワークでは，災害時，現地の
人から“してもらってよかった”と思ってもらえる支援
にはどんなものがあげられるか，ご一緒に考えて頂きた
い。

２�．東日本大震災の経験から災害時の心理支援を共に考
える　～教育現場の心のサポートから～

　浦本　真信（岩手県巡回型カウンセラー）
１）自己紹介
　発災後の５月６月に緊急支援カウンセラー（以下緊急
SC）として陸前高田に一週間ずつ赴いた。翌年から前
職を辞し，県外から岩手県巡回型スクールカウンセラー
（以下巡回型 SC）として，被災地に勤務している。
２）緊急支援カウンセラー
　緊急支援SCは外部からの支援として現地に入り，様々
な支援をした。その中には，そういう専門家が居るとい
う安心感を周囲にもってもらったり，改めて心理士（カ
ウンセラー）の存在を認知してもらうなどの効果も見ら
れた。一方で，状況の分からない外部支援がかえって現
地を混乱させてしまったり，継続性のない支援のために
せっかく赴いても相談件数が少ないなどのデメリットも
散見された。さらに，外部から支援に入った人の気持ち
の中にも多くのしこりを残す結果ともなった。また，支
援に行きたかったけれど，色々な理由で行けなかった人
の中にもしこりが生じたのではないだろうか。こうした
しこりは支援する者の間のミゾを広げた。現在被災地に
居るものは外の地域に居る人への孤立感を生じさせ，反
対に外の地域に居る人は，気持ちとは裏腹に「何をした
ら良いのか分からない」「いきなり色々なことをしてし
まうことで迷惑にならないか」と，なかなか行動に移す
ことができなくなっているように感じられた。
３）現在の巡回 SC の仕事
　主に，学校現場でのコンサルテーションや児童生徒ま
た保護者へのカウンセリング，クラスや学校組織への心
理教育，ストレスマネジメントなど多岐にわたる。「震災」
や「トラウマ」と直接関連している相談は全体の相談件
数から見ると，少ないといえる。その点だけを見ると，
空前の大規模災害が起こった地域にしては，学校での児
童生徒は非常に落ち着いているように思われる。大規模
災害が学校を含む地域の『危機』だとすると，一般に危
機は「その個人・組織（地域）の弱い（準備の出来てい
ない）側面に起こる。とすると，この被災地域が通常計
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り知れない危機の中で，安定を保っているのは，災害前
からあった普段の取り組みによって作り上げた地域（学
校）の強みが，功を奏していると考えることができる。
４）被災地の強みと弱み
　この地域の考えられる強みとして，「地域の団結力が
強く，学校との協力関係が保たれている」「避難訓練の
実施が徹底されており，その理解も浸透していた」など，
環境として安心感・安全感を提供する素地ができていた
ことがあげられる。しかし，こうした環境を醸成させる
のは困難で，一年やそこらでできるものではない。一方，
弱みもある。「遠隔地であり，物資や人の輸送が困難で，
専門家が少ない」「心のサポートを進めていく上での知
見に乏しい」などが上げられ，実際に不適応を起こした
子どもに対する柔軟な対応は難しく，また行っていても
不安を抱えて対応していることになっている。こうした
強みと弱みは，将来『南海トラフ』被害が予想される地
域にも類似していると思われる。日本に住んでいる以上，
普段から災害に準備して，強みを増やし弱みを少なくす
る必要があるし，これからますます求められる可能性は
高い。
　話しを戻すと，こうした地域に元々あった「強み」が，
災害後の児童生徒の安定に寄与していると考えられる。
しかし，普段からできていることやしていることは，そ
れ自体を意識し，意識し続けることが困難で，さらに，
自らがその地域に居る場合，それを客観的に評価するこ
とが困難になる。
５）今後の被災地支援を考える
　震災支援をするということは，新しい支援を押し付け
ることではない，前からあった「強み」を意識して気づ
くことが重要である。そして，まだまだ意識していない
中にも良い取り組みがたくさんあるはずである。ただし，
そこに生活している人は気づきづらいので，支援する人
が客観的に見つけることができれば，今後の支援につな
がる可能性が大きい。支援する側はそうした取り組みを
支え，継続が困難なときは励ましたり，別の見方を提供
したり，意味づけの再確認を行なうなどを第三者の立場
で行なうことができる。また，震災により地域や組織が
解体・統合したケースも少なくない。この場合は，より
一層丁寧で継続した関わりが求められる。
　被災地の支援は，新たな震災への準備でもある。震災・
災害支援は，それが起こる前からもやっていたし，でき
る。同じ日本という広い視点に立てば，距離は関係なく
支援できることはあるし，未災地でも今現在の自分が居
る地域に対してできること（していること）が，最終的
には災害後の支援につながることができる。前述した，
「支援に来たかったけれど来れなくてしこりを残した支
援者」「支援したいけれど何をしたらいいか分からない

支援者」は，その地域組織の「強み」を探し，それをさ
らに強めることができるかも知れない。

３�．秋田県における避難者支援とこころの現状　～受入
県としてできること～
　新開　由香（�秋田県企画振興部総合政策課被災者受入

支援室　主任）　
　秋田県企画振興部総合政策課被災者受入支援室は，岩
手・宮城・福島・茨城県で被災し，秋田県内に避難され
てきた方々に対し，ふるさとへの帰還又は，秋田県への
定住などそれぞれのニーズに合ったサポ－トを行い，将
来への希望を持ち安心して暮らしていけるよう，生活再
建に向けた様々な支援を実施することを目的として取り
組んでいる。
　平成26年10月現在，秋田県内には408世帯1016名が，
実家や友人が秋田にいる，または全く身寄りがなくても
秋田には原発がないなどという理由で，避難してきてい
る。全体の約７割の方が原発による福島からの避難者で
あり，ピーク時は平成 23 年８月 19 日の 1003 世帯 2531
人だった。
　この東日本大震災は，地震・津波・原発により被災し
状況が個々によって違うことが特徴であり，それ故に背
負っているものに違いがあるが，いまだふるさとに帰る
事ができず，この先の住まいが定まらないことに対して
の将来の不安は，皆共通していると思われる。「帰る」
ことについて，先の見えない将来の不安に対して思い悩
み，今日は帰ると思ったけど，次の日は「やっぱり帰る
のはまだ先にしよう」など心が揺れている方が多くいる。
また，「もう３年が過ぎたから，いつまでも避難者でい
てはいけない。」「避難生活というよりは，安定した普段
通りの生活を送りたい。」という思いはあるものの，時
には避難者として悩みをはき出せる場所は欲しいと思っ
ている。この様に様々なものを心に抱えて生活をしてい
る方々は，「いつまで避難者と言っているの？」「帰って
もいいんじゃない？」「沢山賠償金もらっているんで
しょ？」という心ない言葉に傷ついていることも少なく
ない。「秋田に避難してきたことを良いとか悪いとか評
価しないで欲しい。」という声も聞こえている。阪神淡
路大震災を例に取ると，ある程度落ち着いてきた時期か
ら自殺者が増えてくるといわれ，また子どもも３年を過
ぎた頃から教育的指導が必要と思われる数も増えてお
り，1016 人いれば 1016 通りのきめ細かい支援が必要で
あると考えている。
　当室がこれまでの支援を行うには，訪問業務を行って
いる避難者支援相談員事業が大きな役割を担っている。
この事業では，避難されてきた方々の中から相談員を雇
用し，各家庭を訪問して生活全般の相談に応じている。

Akita University



− 55 −

同じ避難者である強みから，ピアカウンセリングの役割
を果たし，そのより寄り添った支援の中から，要望や現
状を把握することができている。また，職場内に避難者
である相談員がいることで，常時避難者の立場に立てる
環境にあったことにより，様々な支援をマニュアルのな
いなか，避難者のニーズに合わせて行うことができた。
この行政主導の支援全体を「秋田モデル」とし，今後災
害が起きたときのモデルとなって欲しいと考えている。
　平成 23 年から比べると，最近の支援は物資による支
援ではなく，目に見えない心の支援が主になっており，
昨年の 11 月からは秋田県臨床心理士会からもご尽力頂
いている。また，民間の支援状況は，平成 23 年が支援
の数が多く，現在は先細り感があるが，交流活動からパ
ソコン講習などの生活支援へと変わってきている。
　これからは，同じ東北の一員として，避難先を秋田に
選んでくれた方々と共に理解し合い，地域に根ざした生
活を支援する時期であるとも考えている。これまで，行
政主導で支援を行ってきたが，その地域で安心した生活
が送れるように見守る為には，民間の力，地域の力が必
要となる時だと考える。受入県として「秋田に避難して
きて良かった。」と言ってもらえる支援はどの様なこと
なのか。いつまでどのような支援がこれから必要なのか。
避難者支援への関心を維持する環境づくり，行政と民間
との連携，これから起こりうる災害時に被災者にどの時
期にどの様な支援をするのが最適なのか。今日を機に皆
さんに考えて頂けたらと思う。

Ⅱ　コメンテーターによるコメント
１．赤坂　博（岩手医科大学医学部）
　被災地で支援に関わる立場からお話し頂いて，どんな
ことを求められているのか，考えさせられた。いま会場
にいらっしゃる方々も，いろいろな立場や依って立つも
のをおもちだと思うが，支援には特別なものは必要がな
いと感じている。むしろ，震災をどのように受けとめた
のか，どんなことができるのかを考えていくことそのも
のが重要だと思う。

　そして，災害時の支援が成り立つためには，以下の三
つの要素が必要だと考える。一つ目が，被災地で関わる
立場からどんなことが求められているのか？・震災やト
ラウマと直接関連がなさそうに見えても，・時間の経過
によって出てくる課題も異なっていく，・現地での配慮，
佐藤さんが指摘した。二つ目が「こころ」の専門家で何
ができるのか？・よって立つものとしては，アセスメン
ト，個人・集団・家族の面接，地域の支援，コンサルテー
ション，心理教育である。特別なものは必要としないこ
とは浦本さんが指摘した通りである。三つ目が自分の身
の置き方，どう行動するか，震災をどう受け止めたか，
どんなことができるのかを考えることで，今後災害が起
きた時に備えることになる。

２．北島　正人（秋田大学教育文化学部）
　赤坂先生がそれぞれのスピーカーの発表についてバラ
ンスよく触れてくださったので，私は特に新開さんの秋
田県の被災者支援対策について取り上げてみたい。秋田
県内への避難者は，一見複雑な特徴を抱えている。彼ら
は，豊かで平穏な生活を送る「一般市民」から，震災直
後には突然衣食住さえままならない「被災者」（避難者）
という立場に突き落とされ，そこから月単位～年単位の
時間を経るにしたがって徐々に「被災者」から日常的な
「一般市民」の立場を回復していくことになる。加えて，
「避難者」という立場は，時間を経る中で一旦離れた地
元被災県への再接近・再調整が必要にもなる。
　彼らの抱える悩みもこれに連動して複雑さを帯びてく
る。例えば子どもを抱える家庭では，被災した地元に残っ
て働く夫と離れ離れに暮らしながら，子どもたちを秋田
県内の幼稚園，学校に通わせ，自らは慣れない土地で戸
惑いながら日常のこまごまとした用件をこなしつつ，一
方でこれまでの生活を取り戻すための取組みを新たに加
えねばならない，というとても負荷の高い生活を強いら
れる。
　被災者受入支援室による被災当事者同士の相談システ
ムは，既存のピアカウンセリング概念を単に適用したも
のではなく，当事者のニードをよく聴き，そこから何が
必要かを一生懸命抽出してきた生みの苦しみの産物であ
ろう。被災者は，外部から可能な限りの手を尽くして支
援したとしても，元の生活レベルには程遠く，それを取
り返す以前に，被災後の生活を経済的に維持するだけで
相当苦しい状態を抱えていることが多い。また，地元や
家族との関係がこじれてしまい，心理的にも新しい負荷
を抱えていることがある。単純に「被災者」という表現
では賄いきれない特徴を抱えることになった人たちは，
国，地元の被災県，受入れ先の秋田県への不満も当然持っ
ている。福島の原発からの避難者はさらに見通しの立た
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図２　ワークショプの様子
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ない状況に置かれている。被災者受入支援室の「秋田モ
デル」は，そういったやり場のない気持ちをぶつけられ
るほどの至近距離で，行政が継続的かつ濃厚に支援にか
かわるという点で，行政による新しい支援モデルになる
だろう。
　今後，家族構成員の誰を支援し，具体的にどの機関や
団体へとつないでいくのか。この事実・経験をもとに，
被災者たちが「一般市民」へと戻っていく際に行政がど
のような役割を担えるのかを明確にしておく必要がある
と思う。

Ⅲ　フロアからの質問と回答
１．テーマ１　佐藤への質問と回答
１）時系列ごとの被災地のニーズは？
　災害後のニーズは地域や個人で異なる。自分の経験か
らいうと，震災直後の３月は，食事，毛布，その他生活
用品などの物資面のニーズが主だった。４月～５月頃に
は外部の支援団体と避難所をアウトリーチし，主に心理
面の相談（不眠，家族を亡くした悲嘆等）を受けた。こ
の頃には行政の働きが根付き始め，私たちは被災者の生
活基盤作りを前提としながらも，心理士としての専門性
を少しずつ期待されるようになった。相談内容は，精神
科医療対応の必要な緊急ケース，避難所での不適応ケー
ス，被災遺児・孤児対応ケースが多かった。避難所から
仮設住宅での生活に移行してきた６月～８月頃は，物資
のニーズと共に，転居先に慣れず不登校になるなど生活
環境の変化による問題の相談が増えてきた。９月～翌年
３月は，生活者も生活に徐々に慣れ，物資に頼る生活か
ら個々に自立した生活に移行していき，仮設の商店街が
並ぶようになった。相談内容としては，もともともって
いたと思われる子どもの発達障がい特徴が震災以降目
立ってきたケース，攻撃的行動が増えた被災児のケース
などがあった。現在は，相変わらず仮設住宅暮らしの方，
災害公営住宅へ引っ越した方，新しく家を建てた方など，
生活再建のスピードが個々に異なるため，ますます個人
によってニーズが異なっていることが推察される。
２）児童の保護者に対する関わりや取組みは？
　陸前高田市では，避難所となった学校内に，乳児と保
護者のための避難室が一室設けられ，私たちも保護者の
方のニーズの聴き取りと物資の調達を行った。震災から
半年以内には，県外の児童精神科医の協力で，保護者向
け研修会を開催し，災害時の子どもの反応と対応方法に
ついて講演して頂いた。
３）被災地で望まれている支援とは何であったのか？
　震災から１年半後，そして３年半後に被災地（大船渡
市，陸前高田市）で協力して頂いた現地の支援者（主任
児童委員，保健師，心理士など）へのアンケート調査（佐

藤 2014）によると，被災地で外部の支援者からしても
らってよかった支援は，「子どもとの遊びやイベントを
通した交流（被災地に来て直接子どもたちにふれあう活
動）」，「衣食住などの生活再建の支援（衣類の配布，が
れきの撤去，被災地の物産をお土産として買ってもらっ
たこと）」，「現地の人と連携し，地域の現状を理解した
上での継続支援（同じ人の定期的な手伝い，活動が本当
に地域の役に立っているか期間を決めて評価）」などの
内容があげられる。

２．テーマ２　浦本への質問と回答
１�）教師との関わり，あるいは教育への働きかけとして

何か工夫されていることがあれば教えて欲しい。
　通常のスクールカウンセラーの働き方と大差ないよう
に感じている。こちらが「問題を探す」や「解決してあ
げる」というスタンスでは，相談しようと思える人は減
るので，「児童生徒や先生方の良いところを探して積極
的にフィードバックする」を日常のなかで多めにしてい
く。また，被災地という性質上，「先生も被災を受けて
いる」ことは多分に考えられるので，より一層言葉遣い
やタイミング，話し方には気をつけている。
２�）被災地の人が自分たちの「強み」をどう感じているか？
（どの部分は今後も継続できそうと感じているのか）
　人が自分の長所にはなかなか目が行かないのと同様
に，被災地の人たちもたくさんの長所があるのになかな
か気づけない。だからこそ，こちらでそっとお伝えする
と悪い気はしないし，気分が良くなるので次に何かした
いと思うことができるようだ。カウンセリングでも，セ
ラピストが「あれやって」「これやって」というとやっ
てくれないが，「今のままで十分良いところあるよ」と
いうと，自分でもっとより良い自分を目指して頑張って
くれたりする。

３．テーマ３　新開への質問と回答　　
１�）秋田県にもともと暮らしている人への広報はどうし

ていたのか？
　避難者でない秋田県民に対しては，各市町村の広報と
県広報で，様々な制度等の案内をしている。
２）県民の協力体制の作り方は？
　震災当初被災地支援を行っていたNPOなどが県内避
難者に対し支援を行っているが，避難者に特化した企画
には人が集まらなくなって来たので，その団体の既存の
事業に招待したりしている。そこで，県では秋田県内の
避難者の方が住む地域に理解者を増やすということを目
的とし，今年度「秋田県内避難者サポーター養成講座」
を開催し，県内の各相談窓口相談者に声がけし，新たに
60 名ほどの支援者を募ることができた。各関係者・団
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体との連携作りに努め，また，県民への理解を深めるた
めに講演会も実施している。 
３）避難者の支援グループというものはないのか？
　２）で述べたNPOなどが県内避難者への支援を行っ
ている。県で開設した「秋田県避難者交流センター」で
は支援相談員が常時おり，保健師の定期相談会は月２回，

臨床心理士の定期相談会は２ヶ月に１回，精神科医の相
談会は年２回行っており，悩みを聞いている。また，民
間の支援団体のイベントで出会った支援者と信頼関係が
築かれている人は，その支援者と連絡を取り合い，相談
しているケースもあるようだ。　
　

東日本大震災の経験から災害時の心理支援を共に考える

表１　グループワーク討論のまとめ

テーマ１　現地の人から“してもらってよかった”と思ってもらえる支援とは

１．
話題提供で印象
に残った点

・個々人によって支援のニーズは違う。
・心の中にある思いを自分の中だけでためないことも大切。

２．
自分たちにでき
そうなこと

・個人的にできることを探すのは難しいが，学校として支援体制があれば何かできたかもしれない。
・被災地支援でショックを受けて戻ってきた人がいた。支援している人への心のケアも必要だ。
・�直後は物資支援などの活動から始めることが必要。その後の心理支援は普段の心理臨床活動に通
じるところがあると思う。
・こちらから被災者の人にぐいぐい入って行くというのは良くないと思う。
・被災地外でも，避難してきた人に関わる機会があるので，支援はできる。
・�災害時での行政の動き（食料や必要物資が届くまでどの期間等）を一般知識としてもっていれ
ば，次の災害時に安心材料になる。
・情報を整理して伝える役割（伝言板など）を担うことが有用ではないか。
・被災時の心理状態を一般知識として知っておくと，何かあったときに動きやすい。

テーマ２　普段の仕事の中で，災害後に効果を発揮しそうな“強み”は何か

１．
話題提供で印象
に残った点

・普段の活動が非常時にも生きるのだから，そのふり返り，何ができるのか考えることが大事。
・普段からの顔合わせ，緊急時対応を含め情報共有，共働によるネットワーク作りが必要。　
・被災地間，地域間の差がある。
・大船渡にはコミュニティの強み（誰かがいないとすぐに分かる地域の強いつながり）がある。
・今できていることを継続していくことが大切。
・�大船渡の強みとして，地域のつながりや，小・中学校で避難訓練のあることがわかった。都会だ
と地域の人が互いに声をかけたりはすることがない。

２．
自分たちにでき
そうなこと

・アセスメントと，まわりとのコミットメントをどうするかが課題
・災害訓練（アクションカード）　・傾聴，被災者への情報提供　　・経験の共有・情報提供
・本日聞いた話を友人に伝える。　・友達同士でつながりをもち，相談する。
・緊急時を想定して，地域の情報や近所のことについて情報収集する。

テーマ３　受入県としてできること

１．
話題提供で印象
に残った点

・取り組みの内容を初めて知った。　・避難者交流会を実施していること
・避難者が意外と多い。　　　　　　・県民からの避難者への心ない言葉
・学校に被災した子どもたちがどう入って行くのだろうと思った。
・受け入れた側の人たちにも，どうかかわればいいのかといった不安があるのではないか。
・被災者の心理面だけではなく，経済的な面も支援していく必要がある。
・山形県では地域による支援を行っていた。
・具体的な取り組みを知れて良かった。今どんなことをしているのかを知ろうとしている気がする。

２．
自分たちにでき
そうなこと

・秋田県民と避難者の交流会を開く。
・�秋田県には原発がなく，意識が低かったり，知識不足の可能性があり，気持ちが分からないかも
しれない。秋田県民への災害や原発の啓発活動を行う。
・外部の人が入って，何かの会を開くことで非日常を経験できる可能性がある。
・受け入れ県同士の情報交換，連携を行っていく。
・�“被災した子ども”としてその子を見るという意識は隅に置いておくべきではないか。被災者と
しての「問題」が表れた時に支援することが大切では。
・取り組み，現状，支援機関などを知ることで情報提供ができる。
・秋田県民として協力しようとしている姿勢をもっていたい。行政にも知っていてほしい。
・まずは生活の安定があってから心理的な支援ができると思う。
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Ⅳ　グループワーク：
１．ファシリテーター澤田の導入，呼びかけ　
　グループ討議のファシリテーターの澤田からは以下の
ような呼びかけがあった。
　「被災地支援の研修会となると，なかなか発言しづら
いと感じる方もいるのではないか。私もその一人。私自
身，大きな被災体験をしたこともないし，被災地支援に
も一度しか参加したことがない。そのため，今日の話題
提供者の先生方のような最前線で働いている方を目の当
たりにすると，どうしても引け目を感じてしまったり，
的外れな意見なのではないかと言葉を呑み込んでしまう
ところがある。しかし，企画者の佐藤さんから『被災地
内外に関わらず，震災に関して一人ひとりが感じた思い
に意味があり，今後の被災地支援を考えるヒントがある
のではないか』という今回の企画の趣旨を聞き，『私も
発言してもいいのかな』と背中を押して頂いた気がして
いる。今日のグループ討議は『支援はこうあるべき』と
いう答えを見つけるものではない。一人ひとりが自分で
あればどうするか，どういうことができるのかというこ
とを考え，ここにいるフロアの方々全体で共有する場に
なればと考えている。もちろん，『話したくない』『話さ
ない』『ただ聞いてみたい』ということでもよい。ただ，
少しでも話してみようかな…という思いがある時は話し
て頂けると幸いだ。」

２．グループワーク
　３テーマについて，５グループに分かれて討論し，最
後に各グループの討論内容を発表してもらい，共有した。
参加者は東北心理学会会員であり，心理学を専門とした
り，学んだりしている者であり，大学院生や教師，公的
機関職員等様々であった。各テーマごとに出された意見
は表１のとおりである。多面的に討論され，発表を聞く
ことで他者の意見に触発されるところもあった様子がう
かがえた。コメンテーターからは，「ディスカッション

に参加して，自分自身が当時何ができるのかと無力感を
覚えたことを思い出した。この分野はまだまだ検討課題
が多い。受け入れる側も派遣する側も体制作りを進める
必要がある。」との発言を得た。

【考　察】
１．ワークショップをふり返って
　今回のワークショップでは多くの方に役割を分担して
頂いた。企画，話題提供，指定討論，司会，会場設営，
PR，そしてワークショップへの参加をして頂いた。そ
れぞれ皆立場は異なり，置かれた環境も，被災体験の有
無も，大震災への気持ちもそれぞれ異なっている。異な
る人々が集まって，より多くの知見・体験を持っている
方から学び，質問し，討論し，発言し，全員が理解を深
めた。聞いて学ぶだけではなく，主体的に参加し発言し，
コミットすることで自分のこころの中に動きが出て，今
後の支援を起こす原動力を得る事ができたと考えられ
た。
　大震災発生直後から，自分も被災しながら支援にあ
たった者が多くいた。話題提供者の佐藤もその一人であ
る。災害を直接体験しそこから派生する変化に公私共に
巻き込まれながらも，一人の生活人として，心理臨床家
として活動した支援プロセスと必要な支援のあり方につ
いて発信した。我々心理臨床家が同様の体験をしたらど
のように感じ，考え，行動するだろうか。中井（2011）
のいうように想像力が必要である。筆頭筆者自身ももっ
とできたことがあったはずと後悔の念を持ってきた。た
だその自責の念で被災者支援を阻止してはならないだろ
う。グループファシリテーターの澤田が述べたように「引
け目を感じ，的外れな意見なのではないかと言葉を呑み
込んでしまうところ」というのは多くの人が感じている
ことであろう。しかし「被災地内外に関わらず，震災に
関して一人ひとりが感じた思いに意味があり，今後の被
災地支援を考えるヒントがあるのではないかという今回
の企画の趣旨を聞き，私も発言してもいいのかなと背中
を押して頂いた」と述べているが，その通りである。
　佐藤の提言で「やってほしいこと，やってほしくない
こと」を学んだ。現場だからこそ考えられる提言であり，
現地外の人間にとっては有益な助言だといえる。それら
を個々の現場でどのように活かすか，個々の場面に合っ
た方法を考えるヒントになろう。浦本のいうように「現
場で活用できるのは，日頃からやっていること」である
のは納得のいくことで，普段やっていない特別なことを
パニック状況の中で急に行おうとしてもうまくいくはず
がない。日頃のネットワーク，コミュニケーション，自
分の慣れているスキルなど，自分の持っている「強み」
や「力」を出せるよう，自分自身を点検しておくことが図３　グループワークの様子
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重要であろう。
　困っているお隣を見て助けるのは当たり前という昔か
らの人の有り様を実践したのが，同じ東北，秋田県であ
る。システムとして支援体制がスタートしてもそれにこ
ころを入れるのは担当者である。新開は秋田県総合政策
課被災者受入支援室の担当者として，被災者の心情・ニー
ズを汲みとり，避難者から相談員を雇用し被災者の支援
にあたるという「秋田モデル」の構築にかかわった。同
じ県民としてこのような事業を実施していたのかと驚く
と同時に誇らしく思った参加者も多かった。このワーク
ショップに新開を推薦したのが，従前からこの事業にか
かわっていた北島であり，そのこと自体が行政と臨床心
理士との連携・協働が行われていたということである。
多くの参加者にとって初めて聞くことであったのは，県
としての PRをもっと行っても良いということかもしれ
ない。今回の参加者も同じ県民として協力したいと述べ
ていたものは多かった。周知することによって，支援し
たいのに機会のなかった人々に参加してもらえ，人材確
保にもつながるのではないだろうか。

２．心理臨床家としての支援と様々な職種との連携
　心理臨床家は個別支援が基本業務ではあるが，全体を
見回して刻々と変化する社会情勢，環境を把握すること
を怠ってはならないであろう。個々人がどのような環境
にあってどのようなニーズを抱えているのかアセスメン
トが必要である。佐藤が質問に回答しているように，災
害の段階によってその活動も異なっている。震災直後は
生活基盤を支えることが中心で，２・３ヶ月してから不
眠・不安などの相談も出てきたという。暮らしが少し落
ち着いてきてから，もともとの問題（発達障がいなど）
の相談が増えてきたという。参加者の意見に「直後は物
資支援などの活動から始めることが必要。その後の心理
支援は普段の心理臨床活動に通じるところがあると思
う。」，「こちらから被災者の人にぐいぐい入って行くと
いうのは良くないと思う。」とあった。まずその状況や

人々のアセスメントをすること，どんな状況でも相手が
話してくださる時には敬意を表して傾聴することは基本
である。被災者を受け入れる立場の場合，「“被災した子
ども”としてその子を見るという意識は隅に置いておく
べきではないか。被災者としての『問題』が表れた時に
支援することが大切では。」というように“被災した子
ども”とくくるのではなく，まずは一人の子どもとして
見ていくこと，健康な面，力を持っている子どもとして
見ていくことが重要であろう。子どもも大人も本来の能
力を発揮できるような支援，環境作りへのお手伝いが必
要なのである。
　ただ，あまりに大きな喪失体験をすれば，本来持って
いる力を発揮することができないという状況は生じ得
る。図４のように「異常な事態への正常な反応」として，
様々なこころの反応・変化がある。地震・津波・原発事
故によって生命危機にさらされることによるショック，
家族，家屋，職場，学校，故郷等を失うという大きな喪
失体験による悲嘆，落ち込み，避難所や仮設住宅，避難
先での生活などの二次的生活変化による不安，焦燥，こ
れらは起きて当然のことである。その状態に対して適切
なケアが為されたり，将来への希望が見出せれば遷延化
しないで回復に向かうことは多いのだが，現実的な生活
改善が行われなかったり，将来を見通せないでいればそ
のまま PTSD, うつに移行する場合も多い。
　加藤・最相（2011）が指摘するだけでなく現場からも，
独居になった方たちのアルコールへの耽溺，事故として
の孤独死などの報告もあり，今後，自殺も含め，ますま
す懸念されるところである。心理臨床家はそれらのアセ
スメントと支援を行う役割にある。広い地域での個別の
見守りは困難を伴うかもしれないが，様々なネットワー
クを駆使して保健師など第一線のスタッフ，市民との連
携をはかってセーフティネットを張り巡らすことも必要
であろう。自殺予防対策について加藤は，孤独死リスク
の高い年齢層と自殺リスクの高い年齢層はどちらも４・
50 代の働き盛りの世代であり，働き場所や経済的に安
定できる政策をつくることが何より必要だと述べてい
る。
　また支援者への支援も必要である。支援者への支援を
その傍らで行えなくても，メール交換でバックアップす
ることもできる（佐藤・髙田 2011）。刻々と変化する被
災地の状況の報告や心情を伝え，それを受け止めてもら
うことで，支援者も気持ちの整理と次へのステップを考
えることができるのではないだろうか。中井（2011）が
いうように，支援者が孤独に頑張り過ぎないように身近
な理解者が支えることは必要である。
　今回は，福祉，教育，行政からの話題が主であったが，
これら以外にも医療，民間団体，企業などとの連携が必

東日本大震災の経験から災害時の心理支援を共に考える

図４　災害発生後のこころの変化
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要であろう。東北各県では災害派遣福祉チームなど様々
な支援ネットワークが成立している。公的機関，民間機
関が協働でネットワークを構築し運用していくことが重
要であろう。制度が立ち上がってもそのスタッフがここ
ろを込めて動いていかないと，制度も生きてこない。日
頃から顔を合わせてコミュニケーションを円滑にし，お
互いの役割を理解しておくことがいざという時に役立
つ。特別な災害時のためだけではなく，日頃からそれぞ
れの立場・役割で社会環境を見ておくことで，今必要な
改善，小さな工夫も実現していくであろう。
　メンタルヘルスにとって何より必要なのは「安心・安
全」であり，その環境整備が急務である。2011 年５月
29 日に開催された日本心理臨床学会東日本大震災支援
研修会で福島県臨床心理士会の成井（2011）が発表した
「福島は４重苦（地震・津波・原発・風評被害），災害後
ではなく，危機の最中（被災者→被害者），安心・安全・
絆→絆・信頼」というスライドが忘れられない。安心・
安全が得られない現状では絆と信頼が最重要という発言
であった。安心・安全を得るためには専門家，行政，企
業，団体だけではなく一般市民，子ども，高齢者，障が
いのある人，マイノリティの人々も含めて連携して声を
あげ，社会を動かしていくことが必要であろう。

３． 今後に向けて
　最後に，山中（2012）の言葉を載せておきたい。2012
年９月秋田市で開催された東北 HIV カウンセリング
ケースセミナー（髙田 2013）では山中康裕先生をおむ
かえして「震災後の東北へのメッセージ」というタイト
ルで講演して頂いた。山中先生はスライドを提示しなが
ら以下のように呼びかけられた。
　・�震災そのものは，とても不幸なことだったが，生き

ることそのものが，凄いことに気付いた　
　・�今後をどう生きていくかは，これからにかかってい

る
　・�東北の方々は，元来我慢強く，頑張り屋さんだ　
　・でも，今回のダメージは，あまりにひどかった　　
　・�中央政府よりも，村長，町長こそ真の味方だという

ことも分かった　
　・�もう，我慢はいい。必要なことは，声を大にして，

言おう！
　・�日本に原発は要らない　自然への畏怖と尊敬が必要
　・�脱原発に向けて，立ちあがろう！　
　・�日本は，地震国である。自然は，優しいと同時に，

厳しい。　
　・�自然への畏敬の念と，絶えざる感謝と，絶えざる備

えが必要である。
　　このセミナーで「今後をどう生きていくかは，これ

からにかかっている」と確信したこの言葉を，５年経っ
た今，もう一度しっかり胸に刻んで一歩一歩進んでいく
ことが必要であろう。
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